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はじめに

　第二次世界大戦中には、日本と同様に米国でも様々な分野で学術専門家が戦時動員された。文化
人類学や歴史学の分野での組織的な軍学連携も複数あるが、その一つとして海軍における民事ハン
ドブック（Civil Affairs Handbook）の編集作業がある。太平洋戦線に赴任する司政官の参考用に海
軍作戦本部が刊行した占領予定地の地誌要覧だ。30 点ほどある一連の刊行物のうち、日本の委任
統治領であった南洋群島や、琉球列島を対象地域としたハンドブックの存在がつとに知られてい
る。編集作業を率いたのが、高名な文化人類学者のマードック（George P. Murdock）であったこと
が一因であろう。とくにハンドブック『琉球列島』については、施政権分離という構想を促した資
料としても繰り返し論及されてきた。しかし、マードックのハンドブックが、そのシリーズに千島
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要旨：第二次世界大戦中の米国にみられた学術動員の一つとして、海軍による太平洋諸島の軍
政計画がある。コロンビア大学に海軍軍政学校が設置され、司政官を養成するとともに、占領
予定地の地誌情報の収集と整理が組織的におこなわれた。その成果物のなかで形式が整ってい
るのは、作戦立案者の参考用に、また、侵攻後は司政官たちの情報検索用に作成された『民事
ハンドブック』である。占領地局の刊行物として、関連出版物を含めれば 30 編のシリーズを
なす。日本の委任統治領であった島々や琉球列島のものがつとに知られているが、本論では、
台湾を扱ったハンドブックに焦点を当てる。台湾侵攻が最終的に見送られたため看過されてき
たが、対象となる社会の規模は桁違いに大きく、この任務を担った調査班は軍政学校の主要部
分を占めた。　調査班を率いた歴史学者ジョージ・カーの個人文書を基礎資料にして、彼らの
台湾研究の経緯、組織編制と人材、具体的な作業内容を再構成することが可能であり、海軍軍
政学校の主幹となる活動が明らかとなる。欧語文献には早々に見切りをつけ、海軍日本語学校
卒の言語将校たちを図書館や文書館に日参させ、台湾について言及された日本語文献を網羅的
に渉猟する。とくに有益な情報を含む文献が発見されると、日系人を中心とする民間人翻訳官
が逐語訳し、軍政学校卒の情報将校たちが分析を加えて執筆にのぞんだ。このようにして
1944 年春から秋にかけて計 10 冊の台湾ハンドブックが編集されている。そこに集積された情
報は詳細だが平板ともいえる。けれども、調査班の効率的な情報処理システムが、人材の準備
も研究設備もほぼ皆無という状態から短期日のうちに創設され稼働したことは注目に値しよう。

　キーワード　民事ハンドブック、占領地研究、海軍軍政学校、ジョージ・カー、台湾
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列島や伊豆・小笠原諸島を対象とする巻も含み、また、米海軍の『地理研究（Geographic 

Monograph）』という直近の先行研究を受けたものであったことは看過されてきた。これらと結ん
だ本来の書誌的関連に戻してみるならば、マードックのハンドブックからまず読み取るべき点は、
住民のアイデンティティについての議論ではなく、彼特有の極端に実証主義的な文化観であること
は、拙稿で述べたとおりである（泉水 2012）。
　本論ではこのような書誌的関連をさらに一歩広げ、台湾侵攻作戦に付随した民事ハンドブックの
編集について考察を試みたい。マードックのハンドブックは、海軍占領地局の情報将校となった彼
がコロンビア大学の軍政学校で組織した調査班によって編集された。同校ではこれとは別に、少し
遅れて今一つの調査班が組織され、台湾を対象地域とする民事ハンドブック・シリーズが編集され
ている。台湾軍政が結局は実現しなかったためこれまで等閑視されてきたが、委任統治領の調査研
究と比べるとずっと大がかりな事業であった。同じ理由で、この事業を検討するための資料の発掘
も遅れていたが、調査班を率いたカー（George H. Kerr）の個人文書から豊富な資料を見つけ出す
ことができた。以下では、これを主な材料にして彼のハンドブック編集過程を具体的に再構成して
いく。
　カーの経歴についてはすでに、一次資料にもとづいた紹介が幾つかあるが（Jenkins 2001、泉水

2010、蘇 2011）、ここで手短に述べれば、戦前の台北で教員生活を送り、その経験を活かして最初
は陸軍軍事諜報局（MIS）、ついで海軍軍政学校で台湾情報の収集と分析にあたる。戦後は、まず
大使館付武官補として在台日本軍の降伏に立ち会い、領事館が再開されると副領事に転じて二二八
事件まで台湾に留まる。帰国後にワシントン大学、スタンフォード大学などで教育研究職に就き、
台湾史や琉球史の著作を発表した。米軍統治下の琉球調査も一部に政治的疑念を生んだが、国民党
政権に対して極端に批判的な彼の台湾史は、冷戦最盛期にあって内外に多くの敵をつくり、40 代
半ばで定職を失うという不遇を招いている。
　本論が主に依拠する資料は台北二二八紀念館が所蔵する彼の個人文書である。台北高校尋常科の
教え子で在米医師の蕭成美が買い取って長らく秘蔵していたが、1998 年に、設立間もない同館が
一括入手し、展覧会等を通じて公開されるようになった。二二八事件の記念事業は、台湾政界の激
変を生んだ脱大陸化の一端であるが、島民の自治あるいは独立を仄めかすカーの台湾史もこの潮流
のなかで政治的含蓄を帯びた再評価がすすんでいる（１）。

１　海軍軍政学校

設立の経緯

　まずは、台湾研究の舞台となった軍政学校についてみておこう。設立の発端は 1942 年に遡る。
コロンビア大学ではすでに海軍予備士官候補生学校（U.S. Naval Reserve Midshipmen,s School）が運
営されていて（1940 年 8 月設置）、他大学と同様に工学部が受け入れ拠点であった。しかし、政治
学のウォレス（Schuyler C. Wallace）と国際法のジェサップ（Philip C. Jessup）が、社会科学系の専
門知識を備えた司政官を養成する新課程の必要を訴える。海軍長官の特別補佐官でもあった工学部
長を通じ海軍首脳部との協議が始まったのが開戦翌年の春であった。当時の教育研究機関はどこも
戦争協力の風潮に席巻されたが、背景には、青年たちが次々と出征し、入学生不足が急速に進むと
いう事情もあったようだ。コロンビア大学の動きも、海軍からの要請ではなく、大学側の先導した
ものであった（Conner 1950）。
　政治学部公法政府学科に増設された課程は、「国際行政（international administration）訓練」課程
と名付けられた。1942 年 8 月に開講、海軍に志願した 29 名と、良心的兵役拒否者など民間人 28
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名が机を並べた。軍政にかかわる国際法や過去の軍事
占領事例に加え、司政官として派遣される地域の地理
や経済を全 3 学期 48 週で学んでいく。実用外国語も
重視され、毎日の語学クラスへの出席が全学期を通じ
課されていた。太平洋戦線を意識してマレー語か日本
語が必修とされ、ピジン英語も開講される。ヨーロッ
パ外での任務が念頭に置かれていたことは、最終学期
を除き文化人類学が履修科目に組み入れられていたこ
とからもうかがえよう（表１）。
　ところが、新課程はすぐに問題に直面する。軍の部
外秘資料が教材に必要だったからだ。解決策は、新課
程を学部から独立させ、あらためて「軍政学校」

（Naval  School  o f  Mi l i tary Government and 

Administration）として運営することであった。校長
職には課程主任のウォレスがスライドしたが、軍関係
の事務を掌握する補佐役としてクリアリー（Francis J. 

Cleary）大 佐 が 配 属 さ れ た（Hessler 1943, Wallace 

1944）。
　軍政学校には軍や政府からの視察が相次いだが、第
2 期生を迎え軌道に乗った晩秋に訪れた一人がペンス
大佐であった（表２参照）。海軍長官の諮問委員であ
った彼は、第一次世界大戦末期にアドリア海トリエス
テでの任務経験があり、占領問題に深い関心を持って
いたという。新設校に極めて肯定的な視察報告を受け
た海軍は、本格的に軍政を準備することを決め、ペン
スを指揮官にして「占領地局」（OpNav50E）を新設す
る（Conner 1950：17）。将 校 40 名 を 擁 す る 同 局 は

（「占領地局人員名簿」1944 年 5 月 1 日、GK-002-0003-

019）、後 に「軍 政 局」（OpNav13）へ と 改 称 さ れ る
が、継続して占領地の一般住民に対する施策立案にあたる。軍政学校での調査研究は、クリアリー
を経てペンスに至る命令系統で処理され、同校での教育訓練と密接な関係を有しつつも、組織上は
海軍が大学に間借りしたかたちで運営された。

陸軍から海軍へ

　開戦前の台湾の知見が持つ価値をカーはすぐに悟ったようだ。1942 年 1 月上旬、陸軍参謀本部
軍事諜報課（MID）が、極東係に次に出る空席をカーに提供するという通信がある。先に履歴書を
送って打診していた彼への返信である（ドゥーゼンベリーよりカー、1942 年 1 月 9 日、GHK5D01013）。
結局、採用は同月 29 日、身分は「軍事諜報調査分析員補助」であった（「異動通知」、1942 年 1 月

29 日、同上）。
　軍事情報部での勤務が一箇年に近づく頃までに、カーは、台湾研究をむしろ司政官養成機関で進
める必要があることを悟り、自らの腹案をしたためて実行の可能性を探っていたようだ。1942 年

表 1　軍政学校カリキュラム

第 1 学期

軍政府問題演習

占領に関する国際法

軍事占領の歴史

占領予定地の地理

占領地の人類学

軍政府に関する諸講義

言語学習

第 2 学期

軍政府プロジェクト演習

占領地の歴史と政府

軍事占領の経済

人類学

海軍に関する講義

海軍における裁判と諸委員会

言語学習

第 3 学期

軍政府プロジェクト演習

占領地の諸制度と政府

言語学習

（Richard 1957：48-9）

表 2　軍政学校卒期別学生数

入学時期 期間（週） 卒業者数
第 1 期 1942 年  8 月 　　　48 　 　 26
第 2 期 1942 年 10 月 　　　36 　 　 22
第 3 期 1943 年  4 月 　　　36 　 　 33
第 4 期 1943 年  7 月 　　　36 　 　 64
第 5 期 1943 年 10 月 　　　36 　 　 30
第 6 期 1944 年  1 月 　　　36 　 　 49
第 7 期 1944 年  4 月 　　　24 　 　 51
第 8 期 1944 年  7 月 　　　24 　 　 72

　 計 347



― 86 ―

暮れには、コロンビア大学大学院生時代の教官であったボートン（Hugh Borton）を通じて、彼が
以前に勤めていた陸軍軍政学校にアプローチしている。陸軍の担当者からの返信と合わせて、地域
ハンドブック編集の指針となるトピック一覧を送られていることから、カーの提案にすでに台湾ハ
ンドブックが含まれていたことがわかる（ボートンよりカー、1943 年 1 月 5 日（２）、GK-002-0002-

068）。
　海軍でこれを実行する可能性が開けるのは翌 1943 年 3 月に入ってからである。コロンビアでは
すでに「美麗島グループ」による、台湾の金融や産業経済についての初歩的な調査が始まってい
た。カーは、ベースマン（George Behsman）を通じてその存在を知ったようだ（ベースマンよりカ

ー、3 月 10 日、同上）。4 月 5 日には軍政学校に招かれて台湾事情について講演、ここでウォレスや
ジェサップとも面識を持った。
　美麗島グループの軍政計画草案にカーが加えた批評には、彼の戦後台湾構想がすでに明瞭にみて
とれる。一言でいえば、「重慶政府」を敵に回さずに、しかし、合衆国の権限を確保することを狙
ったものだ。対日戦終結後に予想される共産党との内戦において、食料供給地として、また、空軍
基地として米軍と共同した台湾の活用が不可欠であることを示す必要がある。「重慶政府」の態度
如何によって、軍政府の準備は左右されるが、いずれにせよ民衆に対しては、外国軍の支配という
構図を浮かび上がらせないために積極的な情宣が必要だ。しかし、言語障壁の打開を通訳に頼るの
はリスクが高いので、米国人の訓練を検討しておかなくてはならないという。米軍の一定期間の駐
留が国民投票の可能性を広げるという発言は、台湾の自治あるいは独立の構想を暗示するものとし
て注目されよう（カーよりウォレス、4 月 9 日、同上）。
　軍政学校を有望とみたカーは、同校第 4 期へ編入を希望し、5 月には陸軍に退職願も提出してい
る（カーより MIS 日本課、5 月 30 日、GHK5D01013）。しかし、実際に海軍で任官がかなうのはずっと
遅れて 11 月 29 日だ。その日のカイロでは、ルーズベルトが蒋介石およびチャーチルと、日本の戦
後処理について議論を交わしている。会談に臨む大統領には陸軍からも議題案が提出されていた。
その原案を起草したのがカーである。内容については、拙稿で触れたことがあるので割愛するが、
基本的には、上記の批評にみられる戦後台湾構想を背景として、その妥当性を吟味できるように議
題ごとに他の選択肢も並べたものである。1943 年の夏から秋、この仕事が一段落するまでは MIS
に慰留されていたと考えられる。

２　調査班の設立

占領地局「美麗島班」

　カイロ宣言で台湾の中国返還が約束されるが、台湾攻略の主力が米海軍であることに変わりはな
い。太平洋上を日本軍が後退するにつれ侵攻作戦の準備が急がれる。そこには、占領下の民間人管
理の用意も含まれていた。海軍中尉となったカーは即座に腹案を上申する。軍政府設立に要する資
料の収集と整理をおこなうために、占領地局企画課に「美麗島班」を設置するという計画だ（カー

よりペンスへ「企画課美麗島班の活動」、12 月 4 日、GK-002-0003-012）。
　活動の中軸は民事ハンドブック・シリーズの編集である。マードックの『マーシャル群島』

（OPNAV 50E-1）がすでに刊行されていた（1943 年 8 月 17 日）。これに倣った事実情報の集積に、
実践上の指針となる分析を加味したものが目指される。
　編集作業には、副産物として一種のデータベースの構築も目論まれていた。収集資料は、内容項
目あるいは機能と、言及対象の地理的な場所という 2 つの次元でそれぞれの階層的区分にしたがっ
て分類され、さらに両者を相互参照できるように整理しておくこと（クロス・レファレンス）で、
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必要な情報を効率よく引き出すことができる。加えて、台湾人有力者や在台日本人官僚、台湾問題
に関わる中国人および米国人の個人情報も集積され、常設の参考資料ファイルに整理されて、作戦
立案中および占領後に米軍の利用に付される計画であった。この時点では小規模な組織が想定され
ている。作業に要する人員の見積りは、将校 2 名と事務 1 名にすぎない。ただし、将来の「連絡将
校」として、日本語と中国語に堪能で翻訳・通訳の資質を備えた将校 1 名を別に確保しておくべき
だという。
　カーはこの人選について希望があった。彼が推したのは、のちに高名な日本文学研究者となるド
ナルド・キーン（Donald Keene）である。1941 年にともにコロンビア大学の学生であった 2 人は、
夏休みを山荘で共に過ごした仲であった。開戦後、ボールダーの海軍日本語学校で任官したキーン
は、1943 年 1 月に主席で卒業、当初はフランス文学を、次いで中国研究を志した彼の多言語能力
は、カーの評によれば「無二と言ってよいほど」であった。成績優秀で飛び級を繰り返したため未
だ 21 歳と若かったが、すでにアリューシャン作戦に従軍し最前線での経験も積んでいた（カーよ

りウィリス少佐へ「本室の人選案」、12 月 16 日、GK-002-0003-002）。
　言語障壁は当面の仕事にとっても問題となる。「人選案」は 2 名の在米台湾人の名前を挙げ、民
間人翻訳官として雇う可能性を打診している。そのひとり蔡愛智は、台湾生まれだが、同志社大学
を卒業、さらにシカゴ大の神学大学院に進学していた。日本語も中国語も自由に操り、台湾の地誌
についての情報提供者としても申し分が無かった。
　けれども、結局キーンの獲得は不首尾におわり、蔡が採用されるのは 1944 年の 4 月末である。

「美麗島班」とは名ばかりで、この間はカーがほぼ独力で情報収集と分析にあたっていたようだ。
ワシントンにいたこの 3 箇月間に、台湾の民事ハンドブック・シリーズの嚆矢となる『台湾（美麗

島）』（OPNAV 50E-12）の執筆と、『台湾における日本の行政組織』（OPNAV 50E-14）のベースに
なる総督府職員録の翻訳がおこなわれている（図１）。
　　　　　　　　

軍政学校第二調査班

　実際に共同作業が開始されるのは 1944 年の 3 月以降である。これに先立つ 1 月下旬、コロンビ
ア大学に出張したカーは、ウォレスやクリアリーほか軍政学校のスタッフと数次にわたり会談して
いる。改めて確認されたのは、「美麗島軍政は、司政官による仕事としては最大級のものとなる」
という予測であった（カーよりペンスへ「美麗島―カー中尉の 1 月 27 日～ 2 月 2 日ニューヨーク出張報

図 1　『行政組織』（OPNAV 50E-14）と『台湾（美麗島）』（OPNAV 50E-12）
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告」、2 月 5 日、GK-002-0003-011）。資料収集と整理に必要な労力も当初予想を大きく上回る。占領
地局では対応しきれず、カーは軍政学校へ配置転換され、ニューヨークで本格的な調査班を組織す
ることになった（ペンスよりクリアリーへ「カー中尉」、3 月 1 日、GK-002-0003-011）。
　軍政学校に移動したことで、台湾研究は教育カリキュラムとの緊密な連携をもつことになる。出
張中にカーは学生に向けた講演をしているが、とくに、最終学期に進んでいた第 4 期生とはプロジ
ェクト演習と関連して綿密な質疑応答をおこなっている。このなかから調査班の将校の過半数がリ
クルートされる。
　プロジェクト演習は、学生たちが資料分析の技術を習得する訓練台であると同時に、民事行政の
実践でそのまま使用できる資料の作成を狙っていた。カーが演習用に作成したのは例えば次のよう
な課題である。

　日本人民間人管理問題。（a）この問題に関し司政官が直面することが予想される様々な状況につい

て論じよ。民間人の法的地位を決定する諸権威の名を順に挙げ、戦争捕虜を除くすべての日本人を扱

うための民事プログラムを考案せよ。（b）日本人民間人を隔離あるいは集中させる必要が生じたと仮

定し、適切な隔離場所を選定せよ。必要があれば地図も添付して個々の選定場所についてそれぞれ利

点と欠点を示し、また、物資供給や交通、警備そしてコミュニケーション一般に関する情報などを簡

潔に記入せよ（カーよりファウラーへ「美麗島プロジェクト仮一覧」、3 月 11 日、GK-002-0003-

014）。

　このような形式の設問が、日本人資産の接収、山地原住民の扱い、広報活動、公共インフラの保
守、学校運営、現地人との望ましい関係などについて作成された。
　これらと並ぶ「美麗島地図プロジェクト」という演習課題に取り組んでいた第 4 期生 3 名が 3 月
の卒業と同時にカーの指揮下に入り、名ばかりだった「調査班」は、実際に共同作業をする集団へ
と移行する（カーよりクリアリーへ「美麗島調査プロジェクトおよび士官補佐の要望」、3 月 9 日、GK-

002-0003-002）。「司政官による仕事としては最大級のもの」に相応しく、最終的に、将校と民間人
翻訳官をあわせ 30 名という組織へと増員された（「美麗島調査の組織と必要人員」3 月 17 日、GK-

002-0003-012）。すでに活動していたマードック指揮下の調査班に敬意を示し、この調査班は「第
二調査班」と名乗ることになる（ 4 月 6 日カーよりペンスへ「台湾（美麗島）調査班の組織と活動の提

案」、4 月 6 日、GK-002-0003-012）。

３　調査班の組織と人員

情報将校たち

　まず、第二調査班の組織構成を具体的に明らかにしておこう。5 月 15 日までに以下のような人
員配置が完了する計画であった（図２）。
①指揮官 1 名
②副官 1 名
③主任言語将校 1 名
④報告担当将校 5 名（要約作成および臨時報告）

⑤機能別担当将校 12 名（民事行政上の機能別研究）

⑥翻訳官 10 名（半数は日本人か台湾人）

⑦タイピスト８名
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　調査分析の主戦力は情報将校であるが、後で
触れる言語将校とあわせて人員の異動を表 3 に
示した。先に触れた「地図プロジェクト」の 3
名（ロバートン、リース、ヌーバール）が着任し
た後、さらに 4 名の第 4 期生（セバーソン、カ

ーペンター、ロング、バンス）が加わる。5 月に
は、進捗を急ぐ占領地局の要望で、第 5 期生の
3 名（ワトキンズ、プランゲ、ストーブ）が卒業
前に配属され、マードック配下の第一調査班か
らも 4 名（クリーブス、サリバン、ジェネット、

ハンナ）が転属してきた（ペンスよりクリアリー

へ「遠 洋 調 査 配 属 士 官」、5 月 8 日、GK-002-

0003-002）。以上に、第 6 期生のボアズと、同
期で非常勤のベアードを加えたのが、第二調査
班の情報将校である（３）。
　職務分掌については、１人が複数の業務を担
当し、また、進捗状況にしたがって兼務内容に
も部分的な入れ替えがみられる。とくに、島内
各州を地域割りした担当が設けられたことで分
掌が複雑になり、人員配置計画にあった④報告
担当と⑤機能別担当との区別はつけがたい。こ
こでは、組織が一応完成したとされる 5 月 15 日時点で各将校が担当していた任務と課題を例に示
す（表４）。
　軍政学校は一般大学の修士課程に相当したが、入学前にすでに博士号を取得して大学で教育研究
職に就いていた者も多い。応募資格は 28 歳から 45 歳で学士以上、政治、経営、教育分野が望まし
く、最低でも 3 年の実務経験が要求された（４）。その結果、比較的年齢が高く、高度な専門教育を
受けた人材が集った。彼らに期待されていた台湾軍政の任務に着く機会は持たなかったものの、復
員後に一般社会での活動で名を残し、一部は占領史あるいは占領史研究で重要な役割を演じている。
　たとえば、バンス（William K. Bunce）は、国家神道の解体命令「神道令」の起草者として有名
である。オハイオ大学で歴史学の学位を取得後、旧制松山高校で英語講師をした経験をもつ。軍政
学校への入学直前は、帰国してオターバイン大学に勤めていた。調査班での分掌は、会社や工場な
ど経済組織の調査で必ずしも専門を活かしたものではなかった。マニラの日本占領計画グループに
参画し、連合国最高司令官総司令部（GHQ/SCAP）民間情報教育局宗教課長として再来日する。講
和条約発効後も東京の領事館に残り、アメリカ広報・文化交流局（USIS）で活躍した（５）。
　「プランゲ文庫」で知られるプランゲ（Gordon W. Prange）はメリーランド大学の歴史学者であ
る。調査班では、台湾総督府や州政府、市あるいは郡街庄、そして保甲制度などの行政組織の調査
を担当している。カーが翻訳してあった総督府職員録を土台にハンドブック『行政組織』（OPNAV 

50E-14）を執筆した。やはり進駐軍の一員として来日し、退官した後も東京にとどまって GHQ/
SCAP の戦史室長として活躍する。民間検閲局が廃止されたときに、大量に収集されていた検閲用
出版物の史料的価値を認め、勤務先に移送したものが、多くの発禁刊行物を含む貴重な占領史研究
資料文庫となった（６）。

図 2　「組織人員図」草案、GK-002-0003-012
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　ワトキンズとハンナは戦後沖縄での活躍が知
られている。ワトキンズ（James T. Watkins）

は、スタンフォード大学を卒業後、日本の東海
中学校で 3 箇年、ついで中国で 3 箇年の教員生
活を経験した。博士論文「中国と国際連盟」に
より学位を取得、入学直前はオハイオ州立大学
で教えていた。調査班ではハンドブック『新竹
地方』の執筆にあたる。沖縄侵攻作戦に従軍
し、海軍軍政府では政治部長として行政組織の
再建と運営に情熱を傾けた。ちなみに同職前任
者はマードックである。除隊後は母校で国際関
係学を教える。同時期にフーバー研究所にいた
カーと再会し、台湾・沖縄研究プロジェクトを
企画したこともあった。軍政府時代には歴史記
録も担当し、占領史執筆のために保持していた
膨大な関係資料が沖縄占領史研究の貴重な史料
となっている（７）。

表 4　第二調査班所属将校の任務課題

ベアード 宣伝民間情報
ボアズ 渉外活動および災害救済
バンス 経済
カーペンター 地図翻字、情報管理
クリーブス 文献調査、翻訳指揮、台湾の言語問題
ハンナ 翻訳指揮補佐
カー 調査班指揮
ヌーバール 紳士録、地名相互参照ファイル、翻字翻訳
ロング 地図ファイル、作図、交通通信設備
プランゲ 日本行政組織、『行政組織』
リース 司法、台中州
ロバートン 副官、国際関係、福建省沿岸
セバーソン 地域地理研究監督、台南州高雄州
ストーブ 原住民、宗教と慣習、澎湖諸島
サリバン 台北州、台東および花蓮港、収容所
ワトキンズ 教育と文化財、新竹州

表 3　第二調査班所属将校の軍内経歴

名前 基本教練ほか軍内履歴 軍政学校入 軍政学校卒 調査班着任 調査班離任
Kerr, G. H.  1944/3/4 1944/9/15
Roberton, James H. Schuyler （1943/4/28 -1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31 1944/3/20 1944/9/15
Reese, Stanley A. Schuyler （1943/5/28-1943/7/1）  1943/7/1 1944/3/31 1944/3/20 1944/9/18
Kneubuhl, John A. JLS （1942/7/1-1944/7/10）, ANIS  1943/8/5 1944/3/31 1944/3/20 1944/9/30
Severson, Alfred L. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31  1944/4/2 1944/9/30
Carpenter, David B. JLS （1942/7/1-1943/7/10）, ANIS  1943/8/5 1944/3/31  1944/4/3 1944/9/16
Long, Winthrop A. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31  1944/4/3 1944/9/18
Bunce,William K. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31  1944/4/5 1944/9/15
Cleaves, Francis. W. NTS Dartmouth College  1943/4/1 1943/11/1  1944/5/6
Boas, George  1944/1/3 1944/9/30  1944/5/8 1944/5/24
Watkins, James T. Schuyler （1943/7/28-1943/9/23） 1943/10/1 1943/6/30 1944/5/11
Prange, Gordon W. Schuyler （1943/7/28-1943/9/23） 1943/10/1 1943/6/30 1944/5/15 1944/9/15
Stob, Henry J. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31 1944/5/15 1944/9/15
Sullivan, Arthur B. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31 1944/5/15 1944/9/15
Gennett, Ruth 1944/5/22  1944/6/7
Hanna, Willard A. JLS （1942/7/1-1943/7/10）, ANIS  1943/8/7 1944/3/31 1944/5/22  1944/8/8
Fisher, Donald J. JLS （1943/1/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8 1944/9/15
Gardiner, Clinton H. JLS （1943/1/20-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8 1944/9/28
Wallace, Warren J. JLS （1943/2/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8 1944/9/28
Gary, Holland M. JLS （1943/1/31-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8
Jones, Carl N. JLS （1943/1/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8
Klare, William A. JLS （1943/1/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8
Wood, David G. JLS （1943/1/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8
Baird, James R.  1944/1/3 1944/9/30  1944/7/1 1944/9/15
Vogt, Richard J. 1944/7/17  1944/9/1
Schuyler：スカイラー駐屯地（基礎教練）　　　　JLS：海軍日本語学校
NTS：海軍訓練学校（基礎教練）　　　　　　　ANIS：上級海軍諜報学校
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　ハンナ（Willard A. Hanna）もまた大学院進学前に日本で暮らし、中国で英語教師の経験をも
つ。帰国後にミシガン大学で学位を取得し教壇に立っていた。専門は 19 世紀英文学である。海軍
日本語学校を経て軍政学校へ進んだ。調査班では主任言語将校の指揮を補佐して文献探索と翻訳作
業の統括にあたった。ワトキンズと再び同僚となった沖縄海軍軍政府では教育・文化領域を担当す
る。沖縄陳列館を設立し、戦災を逃れた文化財の保護にいち早く取り組んだことが高く評価されて
いる。除隊後は国務省の海外情報・文化関係担当官として主に東南アジアで働いた（宮城 1993：

31-44）。
　他の将校の経歴については未だ調査中のため、ここでは簡単に触れておく。ロバートンは法律家
で、中国で英語教師の経験がある。朝鮮進駐に加わった後、長らく中央情報局（CIA）で働いた。
ストーブはカルバン大学の神学者で、戦後は GHQ/SCAP で働いている。大学教員となった者は他
にも、セバーソン（ドレイク大学社会学）、ロング（シラキュース大学地理学）、ボアズ（ジョンズホプ

キンス大学哲学）、カーペンター（ワシントン大学社会学）が確認できる。カーペンターには日本の
都市化を扱った研究もある。一方、サモア人の母をもち、米領サモア育ちのヌーバールは、調査班
に入ったときには未だ 20 代前半であった。退役後には大衆テレビドラマの脚本家としてその名が
知られている点でも異色の存在である。

ハンドブック・シリーズ

　このような人材を駆使して、10 巻からなる民事ハンドブックのシリーズが第二調査班で編集さ
れる。大別すると、1944 年の夏までに刊行された 3 巻と、秋以降にまとめて刊行される 7 巻の地
方別ハンドブックがある（表 5 ）。
　調査班の増員が始まった時点で、ハンドブック『台湾（美麗島）』（OPNAV 50E-12）は、清書用
の人手を待つ状態になっていた。『行政組織』（OPNAV 50E-14）のベースとなる『昭和 13 年総督
府職員録』も、翻訳自体はやはりカーが単独で大半を終えていた（「美麗島調査の組織と必要人員」、

3 月 17 日、GK-002-0003-012）。くわえて『経済補遺』（OPNAV 50E-13）があるが、これは、商務省
の内外通商局極東課が独自に完成させた台湾経済の研究報告を海軍占領地局が譲り受けたものであ
る（カーよりペンスへ「美麗島―利用可能な経済特別研究」、2 月 22 日、GK-002-0003-011）。
　したがって、地方別のハンドブックが、調査班としてのオリジナルな業績だ。五州三庁といわれ
た台湾島の行政区分を踏襲して各地の情報をまとめたもので、それぞれは 2 部構成になっている。
第 1 部では、大枠として、自然から経済、政治、文化へという、文化人類学の「民族誌」にみられ
るような大項目の配列を採りつつ、地方ごとの特徴に合わせて部分的に組み替えた節から成る。各
地方の個別的な情報が適時挿入される一方で、
記述概念の説明は、文章表現こそ異同や加減が
あるものの、当然ではあるが基本的に変わらな
い。それぞれの巻を単独で使用する際の便宜で
あろう。対して、地域情報を集めた第 2 部は、
州や庁内の市や郡の個別的情報を順次並べ、さ
らに郡内は街および庄に下位区分して、その人
口構成、主要な工場や公共施設などを逐一並べ
た記述である。一例として『台中地方』の章構
成を挙げておく（表 6 ）。
　このような地方別ハンドブックに盛られた情

表 5　台湾の民事ハンドブック・シリーズ

タイトル 総頁数 発行日 執筆者
『台湾（美麗島）』 （50E-12） 198 6 月15日 カー
『経済補遺』（50E-13） 127 6 月 1日 商務省
『行政組織』（50E-14）  71 8 月10日 プランゲ
『澎湖諸島』（13-21）  39 9 月 1日 ストーブ
『高雄地方』（13-22） 136 9 月15日 セバーソン
『花蓮港・台東』（13-24）  96 10 月 1日 ロバートン
『台南地方』（13-28） 106 10 月 1日 セバーソン
『新竹地方』（13-25） 110 10 月15日 ワトキンス
『台中地方』（13-26） 235 10 月15日 リース
『台北地方』（13-27） 209 11 月 1日 サリバン
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報は、日本語資料に依らなければ得られたはずがな
い。直近の情報を求めるならば尚更だ。ニューヘブン
には、マードックの開発した効率の良い情報検索設備
があったが、その情報源はヨーロッパ語文献に限ら
れ、しかもそれらは比較的古いものばかりであった。
一時はこれを「ユニークな資料」と評していたカー
も、結局は、「即座に必要な情報はほとんどない」と
いう結論に至っている。では、日本語資料の探索と英
訳という課題を調査班はどのように克服したのであろ
うか。言語障壁という切実な問題の対応について節を
改めてみてみたい。

４　言語問題

日本語将校

　第二調査班に設けられた主任言語将校という役職
は、当初は、予定された機能別担当の一つに過ぎなか

った。草案の修正は、活動が本格化するにしたがって言語問題の比重が高まったことを示している（８）。
任務遂行の鍵となる役を果たしたクリーブス（Francisw. Cleaves）は、パリと北京でモンゴル学を
学び、開戦時にはハーバード大学の教員であった。軍政学校は 1943 年秋に終え（第 3 期）、マード
ックの調査班で翻訳作業の指揮を執っていた。カーによれば、調査班内で中国語と日本語の両方を
自由に翻訳できる唯一の人材であった。配属を望んだキーンの代役と言ってもよいだろう。ただ
し、クリーブスの着任後も、キーンの戦地経験を理由に彼の配属を上司に打診している（「台湾の

高度な作戦における民事のための連絡、翻訳および通訳と推薦」GK-002-0003-002）。退役後に復職し
『元朝秘史』の古雅な英訳で名声を得るクリーブスは、連絡将校をつとめるには学者肌すぎたようだ。
　クリーブスとともに第一調査班から転属したハンナが彼の補佐役を務めた。日本語学校から軍政
学校へという彼の経歴は、両校の違いを端的に示す。軍政学校でも外国語は重視されたが、司政官
にはより広い能力も求められていた。対して日本語学校は、集中的に語学訓練を施して言語将校を
養成する機関であった。開戦直前にカリフォルニア大学バークレー校に設置されたが、日系人教員
の退去命令によりボールダーのコロラド大学に移転していた（和田　2007：99-110）。カーペンター
とヌーバールが両校を通じてハンナと同期であった。
　当初は彼らが随時に日本語資料の探索と翻訳にあたっていたとみられるが、6 月に入って日本語
学校の新卒者 7 名が着任したことで（表 3 参照）、作業は一定の組織的な流れをもつようになっ
た。「第二調査班の組織と作業」を整理した覚書でこれをみてみよう。

　（１）毎朝、出勤時に、言語将校はそれぞれクリーブスの指示を受け、ニューヨークに散在する図

書館や資料館に派遣される。そこでは日本語書籍や定期刊行物を精査し、台湾に関係するものが発見

された場合には、書誌情報を抜き書きし、また、目次を写し取る。夕方には再び調査班に戻り、これ

らをクリーブスに報告する。貸し出し可能な図書であれば現物を調査室に持ち帰る。

　（２）言語将校のメモや借り出した図書をもとにクリーブスとハンナは、保存記録用に精確な書誌

記録を採り、また、目次の翻訳を含む内容概要を作成する。書誌記録の写しは調査班内で回覧され、

占領地局にも送られる。

表 6　『台中地方』目次

第一部　地方情報 第二部　地域情報
Ⅰ 地理と土地利用 Ⅰ 台中市
Ⅱ 人口 Ⅱ 彰化市
Ⅲ 農業と漁業 Ⅲ 大屯郡
Ⅳ 林業 Ⅳ 北斗郡
Ⅴ 財政、産業、貿易 Ⅴ 員林郡
Ⅵ 通信 Ⅵ 南投郡
Ⅶ 交通 Ⅶ 新高郡
Ⅷ 政府 Ⅷ 能高郡
Ⅸ 警察と司法制度 Ⅸ 彰化郡
Ⅹ 協会 Ⅹ 大甲郡
Ⅺ 健康と衛生 Ⅺ 竹山郡
Ⅻ 福祉団体 � 東勢郡
� 学校と図書館 � 豊原郡
� 日本化
� 神社、寺廟、宗教
裏 公園、景勝地、史跡
裡 原住民
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　（３）書誌記録が作成された文献の一点ごとにその利用価値をクリーブスとカーが協議し、優先順

位を決めて翻訳業務にまわす。翻訳官には一文一文の完全な翻訳が求められ、クリーブスの許可無し

には、部分的であっても省略は許されない。逆に、注釈や補足説明は、必要に応じ適所に挿入するよ

う推奨される。翻訳原稿は簡単な校正を加えた後に、配布用にタイプされる（「第二調査班の組織と

作業」、GK-002-003-012）。

民間人翻訳官

　上記の覚書では、翻訳においては「英文の完成度は二の次」とされている。これは作業に携わる
者が母語話者ではなかったために添えられた断り書きである。組織案では全体で 10 名、半数は日
本人か台湾人と計画されていた翻訳官の人事は、実際には 12 名が雇用され、全員がこの範疇に属
する人々であった。先に蔡愛智の採用について触れたが、最初に赴任した彼のみが台湾人で、他は
日系アメリカ人である（表 7 ）。
　ここに名がみえるセイエイ・ワクカワは、戦後のハワイで沖縄救済更生会を組織し郷土の戦災復
興に多大な貢献を果たしたことで有名な湧川清栄である。農業移民の家族として少年期に渡布した
湧川は、学業に秀で、ハワイ大学を卒業すると東京帝国大学に「留学」、帰布後は新聞記者や書店
経営をしていた。開戦により抑留されて米本土に移送される。その後、シカゴ大学の民事訓練学校

（CATS）で日本語を教えていたところをスカウトされた。軍政学校の任務を終えた後には、陸軍
がハーバード大学に設置していた同種の学校に招かれ、そこで書いた論文「日本の小作制度」が高
い評価を受け、SCAP/GHQ の農地改革にも影響を与えたといわれる（湧川清栄遺稿・追悼文集刊行

委員会 2000）。
　蔡が台湾事情の情報提供者という役割も演じたように、湧川にも沖縄出身者ならではの知識の提
供が期待されていた。琉球列島のハンドブックは、委任統治領シリーズを完了したマードックの調
査班によって編集されるのだが、カーの第二調査班に琉球列島も割り振られる可能性があった。第
一調査班の担当とすることが話し合われるのは 5 月中旬になってからであり、その後も、文献探索
は共同でおこなうことが検討されていた（「週報」、5 月 18 日、GK-002-0004-001）。
　外国籍の蔡や湧川はもちろん、日系二世の他の翻訳官にも、機密保持という今一つの問題も持ち
上がる。そもそも軍政学校が大学から独立したのは、軍の部外秘資料を、民間人が混じる教室で使
用できないからであった。対戦国の出自を持つ者が部外秘資料に触れることが一部の懸念を呼ぶの
は避けがたい。視察に訪れた将官の指示により、関係文
書の「台湾」や「美麗島」には「X 島」や「Ｘ地域」
という表記が用いられる（Kerr 1965：30）。日系人被雇
用者には特別な身元調査が命じられて、多忙を極める調
査班を無意味に煩わせることもあった（カーよりウォレ

スへ「民間人翻訳者」、5 月 18 日、GK-002-0002-067）。
　この点で、ボールダーの日本語学校で始まったレイオ
フは軍政学校には好都合であった。情報を聞きつけたカ
ーは、電報で同校のグレン・ショウに仲介を依頼してい
る（カーよりショウへ、6 月 5 日、GK-002-0002-067）。7
月に入って赴任した 5 名（表 7 の太字）はすべて、ボー
ルダーの職を失った日本語教師たちであった。改めて身
元確認の必要もなく、新しい職場で接する将校たちの過

表 7　民間人翻訳官

氏　　名 着任日
サイ、アイチ 4 月29日
タナカ、ミチエ 5 月 8日
アミノ、 イチロウ 5 月12日
ミヤザキ、トシ 5 月16日
サトウ、ロバート Ｙ. 6 月 1日
ワクカワ、セイエイ　 6 月 1日
ベッショ、ナオトミ 6 月12日
ヒラバヤシ、マーチン・ユウイチ 7 月 1日
イガサキ、マサオ 7 月 1日
サノ、ジョセフ・ユズル 7 月 1日
ダテ、サカエ・ダニエル 7 月10日
ヨコウチ、グレイス 8 月 4日

（「1944 年 8 月 19 日現在人事ファイル情報」、
GK-002-0004-019）
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半数は彼ら彼女らが日本語を授けた教え子たちだった。
　コロンビア大学のキャンパスに隣接する 117 番街西 415 に設置された調査室は、一艘の軍艦に模
され、「第四デッキ」にこれらの翻訳者たちが「乗船」、「第三デッキ」には資料の分析にあたる将
校たち、「第二デッキ」には指揮者のカーと補佐官が「乗船」してそれぞれ任務に着いたと報告書
は述べている。調査班には更に大部屋ひとつが与えられ、地図類のファイルと民事に関する機能別
に分類された資料ファイルが据え置かれて、参考資料室兼共同利用研究室として学生将校たちにも
開放されていた（「週報」、5 月 9 日、GK-002-0004-001）。

日本語文献

　つぎに、情報源となった日本語文献についてみてみよう。日本語将校が探索してきた刊行物を日
系の翻訳官が英訳し、軍政学校出の情報将校が分析を加えてハンドブック等へと編集していく。第
二調査班が確立した作業手順だが、そのうえを流れた情報は、実際にどのようなものであったのだ
ろうか。
　1944 年５月 1 日より 9 月末日までの 5 箇月間、毎週、クリアリーに提出された活動報告「Ｘ地
域調査班週報」がある。重要な文献の発見がその都度記録されており、情報入手の状況を時系列に
そって知ることができる。

5 月 18 日：部外秘の『台湾地方警察実務要覧』の発見、即座に翻訳作業へ。

5 月 23 日：ハンドブック『台湾（美麗島）』および『経済補遺』ゲラ校正。警察制度、地理風俗、原

住民、台中州の翻訳と分析継続中。ハンナ中尉赴任。

5 月 30 日：「居住地別人口統計表」入稿可能。海軍訓練学校（NTS）から翻訳作業協力 15 名。

6 月 6 日：翻訳中あるいは翻訳予定の文献 21 点の書誌および目次を占領地局へ送付。

6 月 13 日：『台湾農事報』1940 年 12 月号の発見、農地および作物、農業団体の完全な統計あり。

6 月 21 日：1935 年に台湾で施行されていた法令号覧・附録書類様式例を入手、より近年の類書の探

索を続ける。1937 年版『教育年鑑』には学校および学校設備の情報豊富。ニューヘブン

で未処理の欧語資料をカーが精査、即座に必要な情報無し。

6 月 28 日：ハンドブック『日本行政組織』完成、カーがワシントンに持参し、新資料を持ち帰る。

日本人および台湾人の医師名とその住所および専門領域を記録した「医学紳士録」（全 74

頁）完成。1941 年の日本法令集を発見、台湾に関する部分の索引のみで 11 頁。

7 月 5 日：翻訳官 2 名の増員を要請。文献概要 13 点を占領地局に送付。

7 月 12 日：『現代台湾経済論』の発見、全 614 頁、1937 年刊。1943 年の「台湾経済統計」マイクロ

フィルムを戦略諜報局（OSS）より貸借し複製。『日本百都市の火災と消防設備』（1928

年刊）の概要を占領地局へ送る。

7 月 19 日：ハンドブック『澎湖諸島地方』謄写版完成。文献概要は 5 点を送付。

7 月 26 日：ハンドブック『高雄地方』謄写版完成。文献概要は 2 点を送付。議会図書館での日本法

令調査は占領地局ソーパー海兵隊少佐が分担。

8 月 2 日：占領地局よりバートレット中尉が来室し、町村長一覧、翻訳済地図、三等局（特定郵便

局）所在地一覧を持ち帰る。占領局企画長マックレーン少佐が二度来室し、翻訳済原稿数

点を持ち帰る。

8 月 9 日：（資料欠落）

8 月 16 日：ハンドブック『台南地方』および『台東・花蓮港地方』謄写版完成。ハンドブック『新
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竹地方』、『台中地方』、『台北地方』は謄写用版下の完成待ち。ハンナ中尉転出。

8 月 23 日：クリーブス大尉、資料探索にワシントンへ。「郵政法」を軍政局より受領、優先的に翻訳。

8 月 30 日：クリーブス大尉、1943 年刊行物を含む数点の資料を入手。ハンドブック『新竹地方』謄

写版完成。

9 月 6 日：『現行法規』中「通信」の翻訳の相談、全 596 頁中の 50 頁が台湾の記述、最優先で翻

訳。ハンドブック作成に使用した参考文献一覧の作成。ハンドブック『台中地方』謄写版

完成。

9 月 12 日：『台湾日日新聞』の見本を軍政局に送付、現地新聞は 1944 年 2 月分まで入手済。

9 月 20 日：ハンドブック『台北地方』謄写版完成。

　「週報」には、これらの情報以外に、班員の異動や出張、軍や政府の機関からの来室者の記録、
占領地局（軍政局）へ送付した資料の一覧が記載された。
　加えて、翻訳官が揃った 6 月中旬以降は、添付書類「翻訳進捗報告」が毎週一緒に提出されてい
る。各々の日本語文献について担当翻訳官名と総頁数、翻訳済頁数、タイプ済頁数を列記し、各週
に誰が何をどこまで翻訳したかを詳細に示す。これらの文献からは、どのような情報が重視されて
いたかを推測できる（表 8 、図 3 ）（９）。
　表 8 にあげた文献の他に「翻訳進捗報告」には次の 2 点が含まれている。昭和 18 年版『台湾経
済年報』（本文 535 頁）と昭和 14 年版『台湾事情』（全 756 頁）だ。両者は章ごとに翻訳官を割り振
り、多数の力を合わせて一気に全体の翻訳が試みられた。最重要資料であったとみてよいだろう。
　『台湾経済年報』は、在台の経済学者を結集して編まれた「台湾政治経済のエンサイクロペディ
ア」（同書前書）である。1941 年に国際日本協会から出版、経過年次報告を加味して毎年出版する
計画であった。第 3 巻にあたる昭和 18 年版（1943 年 8 月発行）は、特に「南方圏建設」を意識し
た編集となっている。8 月 21 日以降に翻訳作業の進捗が報告されることから、入手したのは「週
報」が欠ける 8 月上旬であろう。
　『台湾事情』は台湾の公式便覧である。「台湾に於ける文物制度の概要を広く一般に紹介」するた
めに台湾総督府が毎年刊行していた。「翻訳進捗報告」に最初から最後まで記載があるため、どの
内容が優先されたかも読み取ることができる（表 9 ）。
　以上を踏まえ、調査班の使用した日本語文献について次の点を指摘しておきたい。
　まず、近年に刊行された総記類の占める割合が大きい点である。開戦後に刊行された文献までも
混じるのは、占領地で接収した資料が迅速に転送された結果であろう。表 8 では割愛したが、「翻
訳進捗報告」には蔡や湧川による新聞調査も記され、「週報」（ 9 月 12 日）にあるように、現地紙
は調査班の設置直前 1944 年 2 月分まで入手できていた。
　ここでは言語副主任ハンナの役割が大きかったとおもわれる。カーの評によれば、彼は「普通に
は用いないような情報源を徹底的に活用した最も生産的な調査法を開発」していた（カーよりクリ

アリーへ「第二調査班将校各人の専門領域」、1944 年 7 月 17 日、GK-002-0003-002）。5 月末に彼が着任
したときにすでに翻訳作業が進められていた文献は、直前に発見された警察官用手引を除けば、地
理風俗、原住民、地方誌など民俗誌的傾向の強いものであった。カーのいう「普通には用いないよ
うな資料」とは、これ以降に次々と翻訳作業に回される実用手引や参考図書的な文献を指したもの
と考えられる。
　この傾向は第二調査班を通文化サーベイから遠ざける。ニューヘブンで未処理の文献を精査した
カーの評価は、「最終的には［サーベイ］ファイルに充当されるべき資料だが、即座に有用なもの
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表 8　「翻訳進捗報告」にみる日本語文献

タイトル 担当 頁数

単
行
本
全

『台中州』［『台中州要覧』台中州、昭和 3 年か］ 網野 170
『台湾銀行四十年誌』台湾銀行、昭和 14 年 佐藤 433
『台湾鉄道旅行案内』台湾総督府交通局鉄道部、昭和 12 年 田中 375
『台湾地方警察実務要覧』台湾総督府警察官及司獄官練習所、昭和 6 年 宮崎 179
『台湾米穀政策の研討』劉明電、昭和 15 年 網野 120
『日本地理風俗大系』第 15 巻、新光社、昭和 6 年 蔡 455

雑
誌
論
文
・
単
行
本
抄

「三井財閥の台湾資本」『台湾時報』昭和 16 年 10 月号 別所  22
「郡政の真髄―地方政治の理想と現実」『台湾時報』昭和 16 年 10 月号 別所  10
「本島内外の経済情勢について」『台湾時報』昭和 16 年 10 月号 別所   8
「昭和 14 年農業報告」『台湾農事報』昭和 15 年 12 月号 湧川 216
「台湾の水利」『台湾の水利』台湾水利協会、昭和 6 年〜 湧川  12
『現代台湾経済論』千倉書房、昭和 12 年 横内  23
「澎湖庁水産業調査」『水産界』第 567 号、昭和 5 年 2 月 別所   2
「台湾産業協会」 平林  21
「理蕃誌稿」台湾総督府警察本署、大正 7 年 伊達  10
『水産界』巻号不明 佐藤   4
「高砂族の文物」『台湾の道』 伊賀崎  25
「高砂族の研究」『台湾の道』 伊達   2

総
記
類
全

「台湾経済統制法」『昭和十八年台湾経済年報』国際日本協会、昭和十八年 湧川  76
『日本医師年鑑』昭和 14 年 蔡  23
『帝国銀行会社要録』帝国興信所、昭和 15 年 蔡  45
『台湾総督府組織改編』 平林  25
『秘密文書に関する規則』 横内 132

総
記
類
抄

「澎湖庁」『地理百科事典』 蔡   2
『日本紳士録』第 43 版、交詢社、昭和 14 年 蔡   4
「郵政法」『現行法規』帝国地方行政会、第 10 巻、第 17 版 宮崎  24
『日本新聞年鑑』昭和 16 年 蔡   3

（出版年未記入は英文タイトルから書名が確定できなかったもの）

図 3　昭和 14 年版『台湾事情』とその「翻訳進捗報告」GK-002-0004-001
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はほとんど無い」というものだった（「週報」、6 月

21 日）。先に触れたように、欧文で書かれたこれ
らの文献が比較的古い情報にもとづいていたのが
主な理由だが、さらに、通文化サーベイは、実用
手引や参考図書を扱うのには不向きでもあった。
元来、文化人類学者の民族誌叙述から任意の情報
を効率よく引き出すために発案されたデータベー
スだったからである（Ford 1970）。
　つぎに、ハンドブックとの関係をみると、完訳
が済んだ文献を読み込んで執筆されたのではな
く、翻訳ができた部分を順次使いつつ編集が進行
したことがわかる。「週報」を詳しくみると、実
際に、ひとつの章の途中でも翻訳文は占領地局に
送られ、ハンドブックも成稿した章から五月雨式
に送っておいて、改めて本文全体の謄写版、次い
で図表、最後に印刷用完成原稿というように重複
を厭わず送付されている。占領地局内で進められ
ていた軍政計画にとってこれらの情報は、整合性
よりは一刻も早い利用が重要であった。ハンドブ
ックがあらかた仕上がった 8 月中旬を過ぎても文
献探索が継続され、調査班の解散時まで翻訳作業
が継続されたのも、最終目的が軍政計画への資料
提供であったことを示す。
　シリーズの最初を飾った『台湾（美麗島）』の前
書きは、後続する地方別のハンドブックを台湾の

「ベデガー（Baedeker）」と呼んでいる。ドイツの
出版社が発行したトラベル・ガイドの草分け的シ
リーズの名称だ。鉄道旅行案内の翻訳が実際に重要な資料の一つとなったのだから、ハンドブック
の情報の質は、トラベル・ガイドに比較できる程度のものと評価することもできる。しかし、この
成果が極めて短い期間で生み出されていたことに注意しておく必要はあろう。
　調査班の正式な活動期間は 1944 年５月初めから 9 月末までの 5 箇月間、翻訳官が揃った 6 月下
旬から謄写版本文が成稿した 8 月中旬までは 2 箇月にも満たない。しかも、事業開始時には調査研
究に必要なインフラは乏しかった。調査室の辞書類は海軍情報局（ONI）からの借り物で、カーの
個人的な文庫も並べられていたという。人材についても、開戦前に日本語教育を受けていた将校は
ほとんどいない。いわばゼロからのスタートであった。軍政学校における台湾研究に驚嘆すべき点
があるとすれば、調査班が明らかにした情報の内容よりは、効率の良い情報処理システムと、それ
を運用する組織とが短期日のうちに創設された点にあったといえよう。

表 9　 『台湾事情』翻訳順序

 8 章 教育 佐藤 ①
11 章 衛生 湧川 ①
 9 章 社会教育 蔡 ②
17 章 農業 網野 ②
 4 章 法政 佐藤 ③
 6 章 裁判及供託、刑務 宮崎・伊賀崎 ③
18 章 糖業 平林 ④
20 章 水産 佐藤 ④
23 章 商業及物価、賃金 伊賀崎 ④
24 章 貿易及金融 別所 ④
25 章 財政 網野 ④
 1 章 土地及戸口 網野 ⑤
 3 章 行政機関 蔡 ⑤
10 章 社会事業 平林 ⑤
26 章 専売 伊達 ⑤
 5 章 警察 宮崎 ⑥
12 章 交通 佐藤 ⑥
13 章 通信及郵便 伊達 ⑥
 2 章 気象 平林 ⑦
15 章 電気、瓦斯、水道 伊達 ⑦
22 章 工業 網野 ⑦
14 章 土木　建築 平林 ⑧
19 章 林業 宮崎 ⑧
 7 章 神社及宗教 網野 ⑨
16 章 水利事業 蔡 ⑨
21 章 鉱業 佐藤 ⑨
附 主要都市及名所旧跡 伊達 ⑨

27 章 研究調査機関 平林 ⑩
姓は翻訳担当者翻訳進捗状況がはじめて記載される報
告書の日付
① 6 月20日、 ② 6 月27日、 ③ 7 月4日、 ④ 7 月11
日、⑤ 7 月18日、⑥ 7 月26日、⑦ 8 月1日、⑧ 8 月7
日、⑨ 8 月15日、⑩ 8 月21日。
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５　調査班の解散

臨戦態勢への改組

　ハンドブックの編集が急ピッチで進行していた 1944 年夏には、戦闘部隊の侵攻作戦も具体的な
策定段階に入っていた。統合参謀本部が立てた目標は 10 月 15 日以前の台湾占領である。オペレー
ション・コーズウェイ（土手道）と名付けられた作戦案は極秘であったが、Ｄデイが近いことは、
ウォレス校長から調査班の発展的解消を打診されたカーにも感じられたはずだ。
　この答申で彼は「民事諜報班」の構想を描いている（カーよりウォレス、7 月 20 日、GK-002-

0002-068）。将校若干名と翻訳官を米本土に残留させ、他は占領後の「Ｘ島」つまり台湾に移動す
る。現地で収集した情報を残留組に送るとともに、ハンドブック編集で蓄積した専門的知識をもっ
て司政官の補佐にあたる。指揮官カーの下に数名の将校を配し、それぞれ、人口や地勢、現地有力
者、経済、司法、教育に関する情報の収集を担当させ、また、文書記録の接収作業にも専従の担当
をもうける。さらに、地方軍政区の各々に、当該地方の情報を熟知した将校を 1 名ずつ送るという
構想であった。
　マードックの助言で名称に「諜報（intelligence）」を避けた修正案「民事情報（information）班」
では、具体的な人選にも触れられ、人材の有効活用が図られていることがわかる。調査班で担当し
た個々の民事機能に同一人物をあて、地方別ハンドブックの編集責任者は、それぞれ対応する軍政
区に配属している。ただし、専門性の高い機能と、地方との両カテゴリを担当していた 2 名（サリ

バンとリース）は機能に専念させ、地方軍政区に生じる欠員は軍政学校の新卒者で補充するとし
た。第 6 期生までの学生将校は全 36 週の訓練を受けていたが（10）、第 7 期以降は 24 週間に短縮さ
れ、1944 年 9 月には通常の 2 倍の数の卒業生が確保できた。追加の機能カテゴリの候補となって

いる 2 名（スポルディングとブレッシング）

も第 7 期の卒業生である（表 10）。
　同様に、ハンドブック『新竹地方』を編
集したワトキンズも残留組の指揮官に抜擢
され、地方軍政区への配属を外されてい
る。カーは彼を、「高度に訓練された調査
者で、資料を熟知し分析と報告の技術を備
える」と高く評価していた。
　以上のような臨戦態勢への改組の予定日
は 9 月 15 日である。同日付でカーと他の
6 名がプリンストン大学へ異動し、3 日後
の 18 日までに更に 3 名が続く。調査班が
使用していた設備品も移送された。同大に
は、コロンビア大学と同様の予備役士官学
校が設置されていた。ここで派遣命令を待
って一時待機していたと考えられる。残留
組では、言語将校と民間人翻訳官が翻訳作
業を続けていた。また、ヌーバールが紳士
録ファイルを冊子体に再編集し、クリーブ
スが「台湾の諸言語」を紹介する小冊子
と、「占領軍が直面する言語問題」の指南

表 10　「民事情報班」人員配置案
民事情報班（台湾軍政本部）
カー 班長
クリーブス 言語主任、接収および翻訳
フィッシャー 地誌情報担当
ヌーバール 現地人有力者情報
バンス 経済情報担当
リース 司法情報担当
サリバン 供託及び不動産情報
ベアード 教育情報
ロング 交通及び行政区画情報
スポルディング 公共施設及び産業資源情報
ブレッシング 大都市情報
軍政地区配属（台湾各地方）
セバーソン 高雄・台南地方
ストーブ 澎湖諸島および原住民地区

（サリバン） 台北地方
（リース） 台中地方
ロバートン 花蓮港・台東地方

（ワトキンズ） 新竹地方
常設民事情報局（ワシントン）
ワトキンズ 局長、調査分析
カーペンター ファイリング及び統計報告、書記日本語
軍政学校新卒者 報告編集補助
湧川、田中、別所、平林 翻訳
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書を仕上げている。
　これらの残務処理が終わり、第二調査班が完全に解散したのは 10 月 1 日である。その 2 日後、
オペレーション・コーズウェイの無期限延期が決定された。マッカーサーの強い主張が通りフィリ
ピン再占領作戦が決行されると、台湾は飛ばして沖縄が次の戦略目標となる。太平洋戦史の有名な
一コマだが、この決定により、台湾軍政を念頭に集められ整理された情報は、当面は米軍にとって
無用のものへと転じたのであった。

おわりに

　米軍において、軍政が正面から取り組むべき課題とされたのは第二次世界大戦がはじめてであっ
た。それ以前にも、状況に応じて軍が占領地住民の管理にあたる場合はあったが、司政官を養成す
るカリキュラムはなく、民事行政の担当者が依拠すべきマニュアルが準備されたのは 1940 年にな
ってからだ（Fisch 1987：7-8）。海軍では、開戦時になっても、占領地行政の任務を負うか否かと
いう基本認識すら判然としなかったという（Richard 1957：46）。このような状態から、軍政要員と
彼らに必要な知識とを一気呵成に揃えてみせたのが海軍軍政学校であったといえよう。これが可能
であったのは、学術専門家たちが国策に積極的に協力したからである。
　戦時動員に応じた彼らは、要求される専門的知識そのものを必ずしも備えていたわけではなかっ
た。彼らが事前に習得していたのは、専門的知識を適切に扱う技術である。この技術の実践的応用
がどのようにおこなわれたかを探るうえで、軍政学校における台湾研究は格好の題材を提供してい
る。侵攻作戦が中止されたことにより影が薄くなっているが、本論で触れなかった婦人義勇部隊員

（WAVES）や一般事務職を含めれば 50 名を越える大所帯であったこと（Kerr 1965：30）からは、
第二調査班に期待された仕事の重要性と、その活動の十全な展開を推測できるからだ。
　調査班の中心であったカーの遺した文書類は、個人文書でありながら、こまめに往信のカーボン
コピーがとられているために資料的利用価値が高く、量的にも豊富である。本論ではその一端を使
って、誰がどのような情報を如何にして集め、未知に近かった占領予定地の社会を理解する道を切
り開いたかを描いた。未だ残されている資料を合わせ、その理解が如何なるものであったかを探求
することを次の課題としたい。

注

（ 1 ）この資料の一部は、受け入れ時の整理と目録作成を担当した静宜大学教授蘇瑤崇の編集で陰影本として刊行
されているが（蘇 2000a、2000b、2006）。未公開資料の閲覧にあたっては、蘇教授および二二八紀念館謝英従館
長から多大なご協力をいただいた。記して感謝申し上げたい。また、本論では、沖縄県公文書館が所蔵するカー
文書も一部利用している。こちらは沖縄県立芸術大学元教授 Anthony P. Jenkins が詳細な目録を作成し（沖縄
県公文書館 2012）、すべて一般利用に供されている。本文中の参照表示「GK」は二二八紀念館の所蔵資料、

「GHK」は沖縄県公文書館の所蔵資料である。両所で資料収集にあたる調査費の一部は科学研究費助成事業平成
25 年度基盤研究（C）「20 世紀中葉の米国の地誌研究からみた沖縄と台湾の比較研究」（代表：泉水英計）（課題
番号 25370954）で賄われた。

（２）この書状に打たれた日付は「1942 年」だが、ボートンが国務省便箋を使用し（1942 年 10 月着任）、文中には
OSS（1943 年 6 月発足）への言及があることから、彼のタイプミスだと推測される。

（３）ストーブの履歴については、第 5 期とするペンスの文面と齟齬があるが、カーが提出した軍内学歴一覧（マ
ックデビット大佐（軍政学校配属副官）宛「第二調査班将校の軍内学歴」1944 年 7 月 26 日、GK-002-0003-002）
の第 4 期卒を採った。ボーグトは調達会計局からの出向であったため、カー文書からは経歴等はわからない。

（４）Far Eastern Survey 誌掲載の募集広告（e.g., 30 June 1943, p. 127）による。
（５）「訃報 ウィリアム・バンス、100 歳―戦後日本を非軍事化す」『ワシントン・ポスト』2008 年 8 月 14 日。
（６）メリーランド大学図書館「ゴードン W. プランゲ文庫」（www.lib.umd.edu/prange　閲覧日 2014 年 8 月 5 日）。
（７）スタンフォード大学フーバー研究所が所蔵するワトキンズ四世文書は『沖縄戦後初期占領資料』全 100 巻、
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別巻 1 巻として緑林堂書店（1994 年、宜野湾）から陰影本が刊行されている。
（８）図 2「組織人員図」、GK-002-0003-012 はこの修正の跡をとどめている。
（９）出版社及び発行年の記載がない文献は、書誌情報が確認できていない。タイトルは英文からの再翻訳である。
（10）ただし、表 2 に示したように第 1 期のみは全 48 週間の課程であった。
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